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第１節 計画の概要 

 

１ 計画の目的 

松江市地域防災計画「震災対策編」（以下「本計画」という。）は、災害対策基本法（昭和 36 年法

律第 223 号）第 42条の規定に基づき松江市防災会議が策定する計画である。 

本計画は、本市、関係機関、市民、事業所等がその有する全機能を有効に発揮し、また、相互に協力

して災害予防、災害応急対策及び災害復旧を実施することにより、市域並びに市民の生命、身体及び

財産を震災害から保護するとともに、災害の発生を完全に防ぐことは不可能であるが、市民一人一人

の自覚及び努力を促すことによって、できるだけその被害を最小限に食い止め、迅速な回復が図れる

よう「減災」の考え方を基本理念とする。 

なお、本計画に定められていない事項のうち、風水害対策については「風水害対策編」、各種災害

対策については「各種災害対策編」、原子力災害対策については「原子力災害対策編」の各編による

ものとする。また、各編に必要な資料については「資料編」として編集している。 

 

２ 計画の構成 

(1) 計画の全体構成 

本計画は、震災対策に関して総合的かつ基本的な性格を有するものであり、本市が行うべき各種対

策を「予防」、「応急対策」、「復旧・復興」の時系列ごとに配置している。 

本計画の全体構成及び主な内容は、次のとおり。 

 

構成 主な内容 

第 1章 総則 計画の目的、防災関係機関の責務の大綱、本市が行う地
震及び津波災害対策に関する計画の方針等 

第 2章 地震・津波災害予防計画 地震及び津波災害による被害を最小限に止めるために、
本市及び防災関係機関等が行う災害予防事業及び市民、
事業者等が日頃から行うべき措置等 

第 3章 地震・津波災害応急対策計

画 

地震及び津波発生直後から応急対策の終了に至るまでの
間において、本市及び防災関係機関等が行う災害応急対
策に係る体制、措置等 

第 4章 地震・津波災害復旧復興計

画 

被災者の生活支援や自立復興の促進等、市民生活の早期
回復と生活安定を図るための措置、公共施設の復旧・復
興事業等 

 

松江市地域防災計画 

風 水 害 対 策 編 震 災 対 策 編 各種災害対策編 原子力災害対策編 

資 料 編 資 料 編 



震災対策編 

2 

 

(2) 防災施策の基本方針 

本計画の「予防」、「応急対策」、「復旧・復興」の各段階における防災施策の基本方針は次のとおり。 

 

地
震
・
津
波
災
害
予
防
計
画 

【周到かつ十分な災害予防】 

1 災害予防段階における基本理念 

(1) 災害の規模によってはハード整備だけでは被害を防ぎきれない場合もあることから、ソフ

ト施策を可能な限りすすめ、ハード・ソフトを組み合わせて一体的に災害対策を推進する。 

(2) 起こり得る災害及びその災害によって引き起こされる被害を最新の科学的知見を総動員

し的確に想定するとともに、過去に起こった大規模災害の教訓を踏まえ、災害対策の改善

を絶えず図る。 

2 災害予防段階における施策の概要は次のとおり。 

(1) 災害に強いまちづくりを実現するため、主要交通・通信機能の強化、幹線道路、避難路の

整備等地震に強いまちの形成、学校、医療施設等の公共施設や住宅等の建築物の安全化、

代替施設の整備等によるライフライン施設の機能の確保策を講じる。 

(2) 市民の防災活動を促進するため、防災教育等による市民への防災思想・防災知識の普及、

防災訓練の実施等を行う。併せて、消防団・自主防災組織等の育成強化、災害ボランティ

ア活動の環境整備、事業継続体制の構築等企業防災の促進、災害教訓の伝承により、市民

の防災活動の環境を整備する。なお、災害ボランティアについては、自主性に基づきその

支援力を向上し、市民及び他の支援団体等と連携・協働して活動できる環境の整備が必要

である。 

(3) 防災に関する研究及び観測等を推進するため、防災に関する基本的なデータの収集、工学

的・社会学的分野を含めた防災に関する研究の推進、予測・観測の充実・強化を図る。ま

た、これらの成果の情報提供及び防災施策への活用を図る。 

(4) 発災時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うため、災害応急活

動体制、防災行政無線・総合防災情報システム等による情報収集・伝達体制、施設・設備・

資機材等の整備・充実を図るとともに、必要とされる食料・飲料水及び生活必需品等を備

蓄し、交通確保体制、輸送体制の整備により供給体制の確保を図る。 

また、関係機関が連携し、過去の災害対応の教訓の共有を図るなど、実践的な防災訓練や

計画的かつ継続的な研修を実施する。 

(5) ボランティア、義援物資・義援金、海外等からの支援を効果的に受け入れる体制を整備す

る。 

(6) 防災に関する政策・方針等の決定過程及び防災の現場における、女性や高齢者・障がい者

等の参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立し、男

女のニーズの違いに配慮した計画策定を推進する。 

地
震
・
津
波
災
害
応
急
対
策
計
画 

【迅速かつ円滑な災害応急対策】 

１ 災害応急段階における基本理念 

(1) 災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、災害発生直後は可能な限り被

害規模の把握を、それぞれ早期に行うとともに、正確な情報収集に努め、収集した情報に

基づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、人材・物資等災害応急対策に必要な

資源を適切に配分する。 

(2) 被災者のニーズに柔軟かつ機敏に対応するとともに、高齢者、障がい者その他の特に配慮

を要する者（以下「要配慮者」という。）に配慮するなど、被災者の年齢、性別、障がい

の有無といった被災者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応する。 

2 災害応急段階における施策の概要は次のとおり。なお、災害応急段階においては、関係機関

は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配慮する。 
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(1) 災害が発生するおそれがある場合には、警報等の伝達、的確な避難指示等の発令、避難誘

導及び所管施設の緊急点検等の災害未然防止活動を行う。この際、特に要配慮者への支援

に留意する。 

(2) 災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、発災直後は被害規模の把握

を、それぞれ早期に行うとともに、迅速に災害情報の収集・伝達、災害広報を行う。また、

大規模な災害の場合は、広域応援、自衛隊の災害派遣及び海上保安庁への応援協力を早急

に要請する。 

(3) 災害発生時に被害の拡大を防止するため、水防・土砂災害警戒等の災害防止活動を行う。 

(4) 被災者に対する救助・救急活動、負傷者に対する迅速かつ適切な医療活動消火活動を行う。 

(5) 円滑な救助・救急、医療及び消火活動等を支え、また被災者に緊急物資を供給するため、

交通規制、施設の応急復旧、障害物除去等により交通を確保し、優先度を考慮した緊急輸

送を行う。 

(6) 被災者の速やかな避難誘導と安全な避難所への収容、避難所の適切な運営管理を行う。ま

た、被災状況に応じ、応急仮設住宅等の提供、広域的避難収容活動を行う。また、避難所

運営などに女性の参画を拡大するなど、男女共同参画の視点を取り入れる。 

(7) 被災者等へ的確かつ分かりやすい情報を速やかに公表・伝達するとともに、相談窓口の設

置等により、市民等からの問合せに対応する。 

(8) 被災者の生活維持に必要な食料・飲料水及び生活必需品等を調達し、被災地のニーズに応

じて供給する。 

(9) 被災者の健康状態の把握等避難所を中心とした被災者の健康保持のために必要な活動や

福祉的な支援を行うとともに、仮設トイレの設置、災害に伴い大量に発生するごみ・し尿

の処理等被災地域の保健衛生活動、防疫活動を行う。また、迅速な遺体対策を行う。 

(10)防犯活動等による社会秩序の維持のための施策の実施を行うとともに、物価の安定・物資

の安定供給のための監視・指導等を行う。 

(11)応急対策を実施するための通信施設の応急復旧、二次災害を防止するための土砂災害等の

危険のある箇所の応急工事、被災者の生活確保のためのライフライン等の施設・設備の応

急復旧を行う。 

(12)二次災害の防止策については、危険性の見極め、必要に応じた住民の避難及び応急対策を

行う。 

(13)ボランティア、義援物資・義援金、海外等からの支援を適切に受け入れる。 

地
震
・
津
波
災
害
復
旧
・
復
興
計
画 

【適切かつ速やかな災害復旧・復興】 

1 災害復旧・復興段階における基本理念 

(1) 発災後は速やかに施設を復旧し、被災者に対して適切な援護を行うことにより、被災地の

復興を図る。 

2 災害復旧・復興段階における施策の概要は次のとおり。 

(1) 被災の状況や被災地域の特性を勘案し、被災地域の復旧・復興の基本方向を早急に決定し、

復旧・復興事業を計画的に推進する。 

(2) 物資、資財の調達計画等を活用して、迅速かつ円滑に被災施設の復旧を行う。 

(3) 災害により生じた廃棄物（以下「災害廃棄物」という）の広域処理を含めた処分方法の確

立と、計画的な収集、運搬及び処理により、適正処理を確保しつつ、円滑かつ迅速に廃棄

物を処理する。 

(4) 再度災害の防止とより快適な都市環境を目指して、防災まちづくりを実施する。 

(5) 被災者に対する資金援助、雇用確保、生活必需品の安定供給、各種猶予・減免措置等によ

る自立的生活再建を支援等する。 

(6) 被災中小企業の復興等、地域の自立的発展に向けて経済復興を支援する。 
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(7) 大規模地震災害時に迅速かつ適切な復旧を実施するため、早期に激甚災害の指定を受けら

れるように措置する。 

 

３ 計画の性格等 

(1) 計画の前提 

本計画は、本章第 4節「地震被害想定」に掲げる想定被害を前提とする。 

 

(2) 計画の修正 

本計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると認めるときは、

これを修正する。 

修正に当たっては、近年の都市化、高齢化、国際化、情報化等社会構造の変化により災害脆弱性の

高まりなど、これらの変化に十分配慮しつつ防災対策を推進する。また、その際には、男女双方の視

点に配慮した防災体制を進めるため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性

の参画を拡大し、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制を確立する。 

 

(3) 他の計画及び他の法令等に基づく計画との関係 

本計画は、島根県地域防災計画、災害対策基本法第 41 条に掲げる防災に関する計画（水防法に基

づく松江市水防計画等）及び同法第 38 条に掲げる防災に関する計画（国土形成計画法に基づく中国

圏広域地方計画等）との整合性、関連性を有している。 

 

(4) 計画の周知、習熟 

本市及び防災関係機関は、日頃から職員、自主防災組織等に対する実践的な調査・教育・研修、訓

練その他の方法により、本計画及びこれに関連する他の細部計画等の実現・習熟に努め、災害対策へ

の対応能力を高める。また、このうち特に必要と認めるものについては、本市における震災対策の総

合的な推進のため、市民への周知徹底を図る。 

 

(5) 細部計画の策定 

この計画に基づく活動を行うに当たって必要な細部については、本市各部並びに防災関係機関等に

おいてあらかじめ定めておくとともに、本計画の修正等に応じ見直しを行う。 
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第２節 計画の方針 

 

１ 震災対策における基本的な課題 

平成 7年 1月 17 日に発生した「阪神・淡路大震災」は、6,434 名もの尊い命を奪うとともに、被災

地域に大きな痕跡を残した。また、平成 12 年 10 月 6 日には「鳥取県西部地震」（Ｍ7.3）が発生し、

本市においても建物・道路・ライフライン施設等に被害が生じた。さらに、平成 23年 3月 11 日に発

生した「東日本大震災」（Ｍ9.0）は日本観測史上最大の地震となり、場所によっては波高 10m 以上、

最大遡上高 40.1m にも上る大津波が発生し、東北地方と関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をも

たらした。こうした地震災害から市民の安全を守ることは市の基本的な責務であり、これら既往の大

災害から得られた数多くの教訓・課題を礎として、防災関係機関等の協力を得ながらあらゆる手段、

方法を用いて対策に万全を期する必要がある。 

本市における震災対策に関する基本的な課題としては、次の 5点が挙げられる。 

 

(1) 危機管理意識の向上 

本市の属する島根県東部は、国の地震特定観測地域に指定されており、自然条件からみても地震・

津波等による災害発生原因を内包している地域であることを十分に認識し、日頃から危機管理意識を

持って行動することが必要である。 

 

(2) 初動体制の充実・強化 

市民の生命・財産を守るため、職員の初動体制を充実・強化し、地震発生直後のいわゆる「空白時

間」を最小にすることが必要である。 

 

(3) 市民の防災意識の向上 

市民の防災意識の高揚を図り、市・防災関係機関と市民が一体となって防災対策を推進することが

必要である。 

 

(4) 要配慮者対策の推進 

本市における老年人口（65 歳以上人口）の割合は、令和 2 年国勢調査において 29.7％となってお

り、高齢化は今後もますます進行することが予想される。 

また、国際文化観光都市である本市は、コロナ禍前においては、年間観光入込客数が 1,000 万人を

超え、外国人旅行者については増加傾向にある。加えて本市には約 1,900 人の外国人住民が居住して

おり、観光客対策に加え、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする外国人旅行者と、避難生活や生

活再建情報を必要とする外国人住民のそれぞれのニーズの違いを踏まえた迅速かつ的確な情報伝達の

環境整備を図る必要がある。 

こうした高齢者、観光客及び外国人のほか、病弱者、難病患者、障がい者、児童・乳幼児、妊産婦と

いった要配慮者＊1のうち避難行動要支援者＊2に対しては、プライバシーに配慮しつつ、その所在を平

素から把握しておくとともに、地域コミュニティが一体となって救助活動が行えるよう、自主防災組

織等の避難支援等関係者＊3 による避難誘導、備蓄物資の充実等によるサポート体制を強化していく必

要がある。 

 

＊１要配慮者：本計画では、高齢者、難病患者、障がい者、児童・乳幼児、妊産婦、外国人、観光客・旅行者など、

災害時に迅速・的確な行動が取りにくく、被害を受けやすい者を要配慮者と位置づける。 

   ＊2 避難行動要支援者：要配慮者のうち災害時に自ら避難する困難な者であって、円滑かつ迅速な避難の確保を図

るため特に支援を要する者。 

＊3避難支援等関係者：避難行動要支援者の避難支援等に関わる関係者。 
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(5) 地理的条件への対応 

平成 17 年 3 月及び平成 23 年 8 月の市町村合併により、島根半島の海岸沿いの集落（鹿島町、島根

町、美保関町）、南部の山間地に点在する集落（八雲町、玉湯町、宍道町、東出雲町）、堤防道路又は橋

梁のみで市街地と結ばれた地区（八束町）が新たに市域に含まれた。これらの地域においては、土砂

災害等による主要幹線道路の断絶により孤立状態となり、様々な面で応急対策に支障が発生すると予

想される地区もある。このため、災害発生前及び発生後において確実に情報伝達を行うことのできる

体制の整備、陸上交通及びヘリコプターや船舶等による輸送手段の確保、災害種別に応じた地区別の

避難所の指定といった対策を重点的に講じる必要がある。 

 

２ 計画の目標 

地域防災力の向上に当たっては、上記の基本的な課題や本市における防災環境等をふまえ、本市の

地域特性を反映した防災対策の基本姿勢及び骨格的な施策を明らかにし、具体的な防災対策が進めら

れるように方向性を明確化しておくことが重要である。 

本計画においては、計画策定後に重点的に取り組む目標として、次の 3項目を定める。 

 

(1) 地区の安全を守る人・組織づくり（市民参加による防災意識、行動力の向上） 

 町内会・自治会単位での自主防災組織、要配慮者支援会議の結成促進 

 未加入世帯の自主防災組織への加入促進 

 事業所の職員に対する地区別防災訓練への参加促進 

 市職員に対する職域ごとの研修会の実施 

 島根半島・宍道湖中海（国引き）ジオパーク推進協議会と連携した地域住民等への防災教育の推

進 

 

(2) 安全で安心な住みよいまちづくり 

 都市の防災構造化の推進 

 市民との協働による防災まちづくりの推進 

 ライフライン施設の耐災化、整備 

 全市民に対する災害情報の伝達システムの構築 

 

(3) 防災教育施設整備及び研修、訓練の実施 

 防災センター等、拠点施設の整備と活用 

 市民参加型防災訓練の実施と推進 
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第３節 地震防災環境 

 

１ 自然環境の特性 

(1) 地形 

本市は、宍道湖から中海に至る大橋川両岸に広がる沖積平野と、外縁部の山地や丘陵等からなり、

外縁部の山地や丘陵地には多くの渓谷がはしり、平坦地は少ない。 

市の北部には標高 500m 級の急峻な北山山地がそびえ、その稜線は東西方向へと延び、島根半島を形

成している。島根半島の日本海沿岸部は複雑な出入りのあるリアス式海岸で、大平山（503m）や枕木

山（456m）、高尾山（328m）等山の多い地形となっており、これらの山地から流れ下る急勾配で短い河

川が注ぎ込む日本海・中海の湾にわずかな平地が形成され、主な港や集落が点在している。 

南方に視線を転ずると、低地帯の続きにはなだらかな丘陵地形と標高 200～300m 級の低起伏山地が

広がり、その延長線上には標高 400～600m 級の山地が連なっている。これらの山地から、意宇川、忌

部川、玉湯川、来待川等の河川が宍道湖又は中海に注ぎ込み、平地を形成している。 

また、中海には大根島、江島の 2島が位置し、橋梁と堤防道路により市街地と結ばれている。 

 

(2) 地質 

市街地に接する南北部は標高 50m 以内の丘陵状の山地であり、主として第三系の泥岩で構成され、

乃木・大庭地区付近ではこれを不整合に覆う洪積層が分布している。また、市街地の東部には嵩山（新

第三期中新世末の安山岩からなる火山）があり、中海低地と境をなしている。 

湖北地帯では、丘陵状山地が北に向かって急峻な山地に遷移し、分水界を経て日本海側に傾斜を変

えており、この急峻な山地は、主として第三系の流紋岩・流紋岩質凝灰岩・輝緑岩・硬質頁岩等で形

成されている。日本海の沿岸部には断崖絶壁や急傾斜地、勾配の著しい小渓流が多く、土砂災害が起

こりやすい地形条件にある。 

湖南地帯の丘陵状山地では、大森累層の輝石安山岩が花崗岩を覆っている部分が多いが、奥部では

既にこの安山岩が浸食され、花崗岩が地表に露出している場所もある。これらの地質は保水力に乏し

く、降雨時には一度に多量の流出水が発生し、特に豪雨時にははん濫する危険性を有している。 

中海の 2島のうち大根島は、玄武岩質の溶岩を基盤とした低平な台地を形成している。また、江島

は干拓事業が実施され、その大半は埋立地となっている。 

 

２ 社会環境の特性と変化 

(1) 自家用車の普及と交通環境 

本市の市街地は大橋川により南北に二分されており、南北市街地を連絡する 6橋（宍道湖大橋、松

江大橋、新大橋、くにびき大橋、縁結び大橋、中海大橋）が交通の大動脈となっている。また、中心

市街地の区画道路をはじめとする生活道路の多くは、幅員が狭く複雑に入り組んでいる。さらに、市

民の多くは主要な交通手段として自家用車を用いており、朝夕のラッシュ時には市街地及び幹線道路

の結節点において大規模な渋滞が日常的に発生している。 

こうした状況のもとで、上記 5橋のいずれかの損壊等により南北市街地間の交通に支障が生じた場

合、幹線道路における大渋滞、緊急車両の通行障害、行き場を失った放置車両の発生等による混乱が

予想される。 

また、市街地と郊外部を結ぶ主な道路については、増加する交通量に対して十分な幅員、迂回路等

が整備されていない区間もあり、災害時における障害発生の危険性を有している。 
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(2) 生活環境の変化 

近年において、土地の高度利用や立体的な利用が進んだ結果、従来の災害とは発生場所や範囲が異

なる都市型災害の危険性が増大している。また、今日の市民生活は、突然の停電や断水により直ちに

日常生活に支障を来すほどライフライン施設に依存しているほか、各種オンラインシステムをはじめ

とするＩＴ関連施設の役割も日常生活に不可欠なものとなってきている。これらは災害により障害が

発生すると、一時的・局部的であってもシステム全体が稼動しない、あるいはその影響が多方面に及

び被害が大きくなるといった災害連鎖や二次災害の危険性をはらんでいる。 

 

(3) 高齢化の進展 

現在、全市的に高齢化と独居老人の増加傾向がみられるが、特に半島部の島根町、美保関町におい

て深刻な問題となっている。また、多くの地域では消火・救助活動等を担う消防団員の高齢化と加入

者不足が続き、地区消防団では定員の確保に苦慮している。さらに、出勤や通学等により地域から若

中年層が不在となる平日昼間等の災害時の対応力についても懸念されている。 

 

３ 地震災害履歴 

(1) 島根県における既往の地震災害 

島根県内において過去に発生した（又は影響を及ぼした）地震のうち、被害の大きかったものは次

のとおり。 

既往の地震災害における島根県の被害状況 

災害発生 

年月日 

北緯 

東経 

規模 

（マグニチュード） 

震央地名 

（地震名） 

人的被害（人） 住宅被害（棟） 

死者 負傷 全壊 半壊 一部損壊 浸水 

1872.3.14 

明治 5年 

35°15′ 

132°1′ 
7.1±0.2 

島根県西部沿岸 

（石見浜田地震） 
551 582 4,506 6,072   

1964.6.16 

昭和 39 年 

38°22.2′ 

139°12.7′ 
7.5 

新潟県下越沖 

（新潟地震） 
    38 床下 1 

1977.5.2 

昭和 52 年 

35°09.0′ 

132°42.0′ 
5.6 島根県東部    被害 108  

1978.6.4 

昭和 53 年 

35°05.0′ 

132°42.0′ 
6.1 島根県東部    5 55  

1983.5.26 

昭和 58 年 

40°21.6′ 

139°04.4′ 
7.7 

秋田県沖 

（昭和 58 年（1983 年）日本

海中部地震） 

 5    
床上 141 

床下 277 

1991.8.28 

平成 3 年 

35°19.4′ 

133°11.2′ 
5.9 島根県東部     22  

1993.7.12 

平成 5 年 

42°46.9′ 

139°10.8′ 
7.8 

北海道南西沖  

（平成 5年（1993 年）北海道

南西沖地震） 

     
床上 5 

床下 78 

2000.10.6 

平成 12 年 

35°16.5′ 

133°20.9′ 
7.3 

鳥取県西部 

（平成 12 年（2000 年）鳥取

県西部地震） 

 11 34 576 3,456  

2001.3.24 

平成 13 年 

34°07.9′ 

132°41.6′ 
6.7 

安芸灘 

（平成 13 年（2001 年）芸予

地震） 

 3   10  

2018.4.9 

平成 30 年 

35°11.0′ 

132°35.2′ 
6.1 島根県西部  9 16 58 556  

（注）資料編「地震災害履歴（島根県）」より、主な事項を抜粋した。 

→  資料編  [資料 1-3]地震災害履歴（島根県） 

  



第１章 総則 

第３節 地震防災環境 

9 

 

(2) 本市における近年の地震歴 

ア 平成 12 年 10 月 6 日 平成 12年（2000 年）鳥取県西部地震 

本市では震度 5 強を観測した。市内（旧市）の被害状況は軽傷 2 名、全壊 1 棟（住家 0、非住家

1）、半壊 2棟（住家 1、非住家 1）、一部破損 128 棟（住家 112、非住家 16）、道路陥没 2箇所、ガス

管・水道管の破損による一部供給停止・濁り水の発生、松江城石垣の崩落等の被害が発生した。 

イ 平成 13 年 3 月 24 日 平成 13年（2001 年）芸予地震 

本市では震度 4を観測した。 

 ウ 平成 23年 6月 4日 震央地名：島根県東部  

   本市では震度 3を観測した。 

エ 平成 25 年 4 月 13 日 淡路島付近の地震 

本市では震度 3を観測した。 

 オ 平成 26年 3月 14 日 伊予灘の地震 

   本市では震度 3を観測した。 

 カ 平成 28年 4月 16 日 平成 28 年（2016 年）熊本地震 

   本市では震度 3を観測した。 

 キ 平成 28年 10 月 21 日 鳥取県中部の地震 

   本市では震度 4を観測した。 

ク 平成 30 年 4 月 9 日 島根県西部の地震 

   本市では震度 4を観測した。 
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第４節 地震被害想定 

１ 地震被害想定調査の概要 

島根県では、平成 22 年 11 月から地震被害想定調査を実施し、平成 24 年 6 月に「島根県地震被害

想定調査報告書」として取りまとめ、松江市においても本調査結果に基づき、地震防災対策を推進し

てきた。 

その後、さらに地震津波浸水の想定並びに被害の想定を検討し、平成 30 年 3 月に津波浸水想定で

対象とした海域の地震による津波及び地震動を用いて、「島根県地震・津波被害想定調査」の報告書

が取りまとめられた。 

本報告書における想定地震は次の 10 地震である。 

【陸域の地震】 

1 宍道断層の地震 

2 宍道湖南方断層の地震 

3 大田市西南方断層の地震 

4 浜田市沿岸断層の地震 

5 弥栄断層帯の地震 

【海域の地震】 

6 青森県西方沖合(F24)断層の地震 

7 鳥取県沖合(F55)断層の地震 

8 島根半島沖合(F56)断層の地震 

9 島根県西方沖合(F57)断層の地震 

10 浜田市沖合断層の地震 

このうち、本市の人的被害が最も大きいと想定されている「鳥取県沖合(F55)断層の地震」を本計

画の地震災害対策計画及び津波災害対策計画における想定の基本とし、この被害想定を基に、食料の

確保・供給体制の整備等、本市が行うべき防災対策について策定する。 

 
想定地震の概要 

 
想定地震 

マグニチ
ュ ー ド
(Ｍ) 

地震動 
の 
想定 

津波 
の 
想定 

地震の 
タイプ 

想定理由 

陸
域
の
地
震 

宍道断層の地震 7.1 ○ － 
内陸の浅い 

地震を想定 
断層 

宍道湖南方断層の地震 7.3 ○ － 
内陸の浅い 

地震を想定 

微小地震 

発生領域 

大田市西南方断層の地震 7.3 ○ － 
内陸の浅い 

地震を想定 
断層 

浜田市沿岸断層の地震 7.3 ○ － 
内陸の浅い 

地震を想定 
歴史地震 

弥栄断層帯の地震 7.6 ○ － 
内陸の浅い 

地震を想定 
断層 

海
域
の
地
震 

青森県西方沖合(F24)断層の地震 8.4 － ○ 
海域の浅い 

地震を想定 
国の調査 

鳥取県沖合(F55)断層の地震 8.1 ○ ○ 
海域の浅い 

地震を想定 
国の調査 

島根半島沖合(F56)断層の地震 7.7 ○ ○ 
海域の浅い 

地震を想定 
国の調査 
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島根県西方沖合(F57)断層の地震 8.2 ○ ○ 
海域の浅い 

地震を想定 
国の調査 

浜田市沖合断層の地震 7.3 ○ ○ 
海域の浅い 

地震を想定 
歴史地震 

 

 

        陸域の地震（地震動を想定した地震の断層位置図） 

 
 

        海域の地震（津波を想定した地震の断層位置図） 

 

２ 想定される被害 

被害想定結果は次のとおり。 
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■被害想定結果（「鳥取県沖合(F55)断層の地震」：冬 18時） 

種別 被害項目 被害単位 
被害想定結果 

全県 松江市 

斜面・

ため池 

危険性の高い急傾

斜地 

危険度ランクＡ (箇所） 49 45 

危険度ランクＢ (箇所） 117 86 

危険度ランクＣ (箇所） 2,418 297 

危険性の高い地す

べり地 

危険度ランクＡ (箇所） 31 24 

危険度ランクＢ (箇所） 66 39 

危険度ランクＣ (箇所） 524 38 

危険性の高いため

池 

危険度ランクＡ (箇所） - - 

危険度ランクＢ (箇所） 2 2 

危険度ランクＣ (箇所） 192 113 

建物被

害 

揺れによる建物被

害 

全壊数  (棟) 8,440 6,835 

半壊数 (棟) 26,357 18,604 

液状化による建物

被害 

全壊数 (棟) 403 157 

半壊数 (棟) 967 346 

急傾斜地崩壊によ

る建物被害 

全壊数  (棟) 114 104 

半壊数 (棟) 266 243 

津波による建物被

害 

全壊数  (棟) 386 6 

半壊数 (棟) 1,031 222 

床上浸水数 (棟) 1,278 420 

床下浸水数 (棟) 3,209 878 

被害合計 全壊数  (棟) 9,343 7,102 

（床上・床下浸水除く） 半壊数 (棟) 28,621 19,415 

地震火

災 

出火件数 

全出火数 （件） 89 67 

炎上出火数 （件） 40 30 

延焼出火数 （件） 16 8 

焼失棟数 
12時間後 (棟) 3,661 1,945 

24時間後 (棟) 3,890 2,151 

人的被

害 

建物倒壊による 死者数 （人） 146 123 

死傷者 負傷者数 （人） 1,844 1,487 

急傾斜地崩壊によ

る死傷者 

死者数 （人） 4 4 

負傷者数 （人） 57 52 

屋内収容物転倒 死者数 （人） 2 2 

による死傷者 負傷者数 （人） 29 24 

ブロック塀倒壊に 死者数 （人） 0 0 

よる死傷者 負傷者数 （人） 11 7 

津波による死者 
死者数（地震発生後、避難

(意識低）のケース） 
（人） 164 31 

火災による死傷者 
死者数 （人） 162 84 

負傷者数 （人） 550 284 

人的被害合計 
死者数 （人） 478 244 

負傷者数 （人） 2,491 1,854 



第１章 総則 

第４節 地震被害想定 

13 

 

種別 被害項目 被害単位 
被害想定結果 

全県 松江市 

ライフ

ライン 

上水道 
被害箇所数 （箇所） 631 390 

断水世帯数（１日後） （世帯） 39,202 30,230 

下水道 
被害延長 （ｋｍ） 39 19 

影響人口 （人） 6,859 4,169 

通信 
被害電柱本数 （本） 294 119 

不通回線数 （件） 3,802 1,535 

電力 
被害電柱本数 （本） 729 499 

停電件数 （件） 11,590 7,934 

都市ガス 
被害箇所数 （箇所） 1 1 

供給支障件数 （件） 9,933 9,933 

エルピーガス 供給支障件数 （件） 46 37 

橋梁 

落橋・大被害 （箇所） - 全県でのみ想定 

大規模損傷 （箇所） 1 全県でのみ想定 

中規模損傷 （箇所） 27 全県でのみ想定 

軽微な損傷 （箇所） 112 全県でのみ想定 

鉄道 不通区間 （駅間数） - 全県でのみ想定 

港湾・漁港 被害岸壁・物揚場 （箇所） 63 全県でのみ想定 

生活支

障 

避難者 避難者数 (1～3日後） （人） 55,052 39,493 

疎開者 疎開者数（1～3日後） （人） 29,600 21,222 

帰宅困難者※１ 帰宅困難者数 （人） 41,182 16,814 

食料不足量 
食料需要量 （食/日） 198,188 142,175 

粉ミルク需要量 （ｇ/日） 72,423 51,955 

給水不足量 給水需要量(1日後） （トン） 332 243 

生活必需品不足量 

哺乳瓶 （個） 1,293 928 

生理用品 （個） 77,174 55,363 

毛布 （枚） 110,104 78,986 

大人紙おむつ （個） 22,647 16,247 

子供紙おむつ （個） 41,872 30,038 

震災廃棄物 震災廃棄物発生量 （千トン） 1,550 1,153 

災害用トイレ 災害用トイレ需要量 （基） 619 437 

エレベータ停止 停止台数 （基） 656 420 

医療機能※２ 入院・重傷者数 （人） 479 478 

孤立集落の発生 孤立集落発生数 （地区） 1 － 

経済被害 

直接経済被害 被害額 （億円） 9,349 全県でのみ想定 

半間接経済被害 被害額 （億円） 1,545 全県でのみ想定 

間接経済被害 被害額 （億円） 3,631 全県でのみ想定 

被害額合計 被害額 （億円） 14,525 全県でのみ想定 

※１ 帰宅困難者：帰宅困難者数については、特定の地震を想定せず、平成１７年国勢調査 

   の従業地・通学地集計による人口から予測したもの 

※２ 医療機能については松江医療圏域（松江市、安来市）の数値 
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第５節 防災関係機関等の処理すべき防災事務又は業務の大綱 

 

１ 関係機関等の処理すべき防災事務又は業務の大綱 

本市、島根県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、その他の防災関係機関等が防

災に関して処理する業務は、概ね次のとおり。 

 

(1) 松江市 

機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

松江市 

1 松江市防災会議に関する事務 

2 松江市の地域の防災に関し、指定地方行政機関、指定公共機関の処理

するものを除く各機関の業務についての援助及び総合調整 

3 松江市における災害予防対策、災害応急対策、災害復旧対策の実施 

 

(2) 島根県 

機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

島根県 

1 島根県防災会議に関する事務 

2 島根県の地域の防災に関し、指定地方行政機関、指定公共機関の処理

するものを除く各機関の業務についての援助及び総合調整 

3 県全域における災害予防対策、災害応急対策、災害復旧対策の実施 

 

(3) 指定地方行政機関 

機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

中国四国管区警察局 

1 管区内各警察の指導、調整に関すること 

2 警察災害派遣隊の派遣等、警察庁、他管区警察局との連携に関するこ

と 

3 関係機関との協力に関すること 

4 情報の収集及び連絡に関すること 

5 警察通信の運用に関すること 

6 津波警報等の伝達に関すること 

中国四国防衛局 

1 原子力艦の原子力災害に関する通報を受けた場合の関係地方公共団

体等への連絡に関すること 

2 災害時における防衛省本省及び自衛隊との連絡調整 

3 災害時における米軍部隊との連絡調整 

中国財務局 

（松江財務事務所） 

1 地方公共団体に対する災害復旧のための財政融資資金地方資金の貸

付 

2 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

3 国有財産の無償貸付等 

4 被災施設の復旧事業費の査定の立会 

中国四国厚生局 独立行政法人国立病院機構との連絡調整（災害時における医療提供） 

近畿中国森林管理局 

1 国有林、公有林野等官行造林地における森林治水による災害防除 

2 国有林、公有林野等官行造林地における保安林、保安施設、地すべり

防止施設等の整備及びその防災管理 

3 災害対策に必要な木材の供給 
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機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

中国四国農政局 

1 海岸保全施設整備事業、農地防災事業及び地すべり防止対策事業によ

る農地・農業用施設等の防護に関すること 

2 農地保全施設又は農業水利施設の維持管理の指導に関すること 

3 農産物等に対する被害防止のための営農技術指導に関すること 

4 農地、農業用施設、海岸保全施設及び農畜産物の被害状況の取りまと

め、営農資材の供給、病害虫防除所及び家畜保健衛生所の被害状況等

の把握に関すること 

5 農地、農業用施設、海岸保全施設及び農業共同利用施設について、災

害復旧計画の樹立、災害復旧事業及び災害の再発防止のため、災害復

旧事業とあわせて実施する災害関連事業の査定・調査に関すること 

6 被害農林漁業者が必要とする天災融資法に基づく災害資金、日本政策

金融公庫資金（農林水産事業）の資金等の融資に関すること 

7 主要食糧の供給に関すること 

中国経済産業局 

1 所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達 

2 電気、ガスの供給の確保に必要な指導 

3 被災地域において必要とされる災害対応物資生活必需品、災害復旧資

材等の適正価格による円滑な供給を確保するため必要な指導等 

4 被災中小企業者の事業再建に必要な資金融通の円滑化等の措置 

中国四国産業保安監

督部 

1 所掌事務に係る災害情報の情報収集及び伝達 

2 火薬類、高圧ガス等所掌に係る危険物又はその施設、電気施設、ガス

施設等の保安の確保に必要な監督、指導 

3 鉱山における危害及び鉱害の防止並びに鉱山施設の保全に関する監

督指導 

中国運輸局 

1 所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達 

2 輸送等の安全確保に関する指導監督 

3 関係機関及び関係輸送機関との連絡調整 

4 緊急輸送に関する要請及び支援 

大阪航空局 
1 災害時における航空輸送の調査及び指導 

2 災害時における関係機関と航空輸送者との連絡調整 

第八管区海上保安本

部 

1 海難救助 

2 海洋の汚染の防止 

3 海上における治安の維持 

4 海上における船舶交通の安全確保 
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機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

大阪管区気象台 

（松江地方気象台） 

 

 

 

1  気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表を

行うこと  

2  気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限

る）及び水象の予報並びに警報等の防災気象情報の発表、伝達及び

解説を行うこと 

3  気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努めること 

4  地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言を行うこ

と 

5  防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努めること 

 

 

 

中国総合通信局 

1  所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達 

2  電波の監理及び電気通信の確保 

3  災害時における非常通信の運用監督 

4  非常通信協議会の指導育成 

5  災害対策用移動通信機器、臨時災害放送機器及び移動電源車等の貸与

並びに携帯電話事業者等に対する貸与要請 

島根労働局 

1 産業災害防止についての監督、指導 

2 被災労働者に対する救助、救急措置に関する協力及び災害補償の実施

並びに被災労働者の賃金支払についての監督指導 

3 被災事業場の再開についての危害防止上必要な指導 

4 災害により離職を余儀なくされた者の再就職を促進するため、離職者

の発生状況、求人・求職の動向等に関する情報の収集・把握及び離職

者の早期再就職へのあっせんの実施 

5 雇用保険の失業給付に関する特例措置の実施 

6 被災事業主に対する特別措置等の実施 

中国地方整備局 

1 直轄土木施設の計画、整備、災害予防、応急復旧及び災害復旧 

2 地方公共団体等からの要請に基づく応急復旧用資機材、災害対策用機

械等の提供 

3 国土交通省所掌事務に関わる地方公共団体等への勧告、助言 

4 災害に関する情報の収集及び伝達 

5 洪水予報及び水防警報の発表及び伝達 

6 災害時における交通確保 

7 海洋の汚染の防除 

8 緊急を要すると認められる場合は、申し合わせに基づく適切な応急措

置を実施 

中国四国地方環境事

務所 

1 廃棄物処理施設及び災害廃棄物の情報収集及び伝達等 

2 家庭動物の保護等に係る支援 

3 災害時における環境省本省との連絡調整 
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機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

中国地方測量部 

1 災害情報の収集及び伝達における地理空間情報活用の支援・協力 

2 防災情報及び災害復旧・復興に資する地理空間情報の提供と活用支

援・協力 

3 災害復旧・復興に伴う公共測量への技術的助言及び審査の実施 

 

(4) 自衛隊 

機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊出雲駐屯部隊 災害緊急対策及び災害復旧対策の実施 

 

(5) 指定公共機関 

機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

日本郵便株式会社 

中国支社 

1 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

2 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

3 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

4 被災者救助団体に対するお年玉葉書等寄附金の配分 

5 被災者の救援を目的とする寄附金の送金のための郵便振替の料金免

除 

6 為替貯金業務及び簡易保険業務の非常取扱い 

7 簡易保険福祉事業団に対する災害救助活動の要請 

8 被災地域の地方公共団体に対する簡保積立金の短期融資 

西日本旅客鉄道株式会社 

日本貨物鉄道株式会社 

1 鉄道による緊急輸送の確保 

2 鉄道の安全管理及び事故対策 

西日本電信電話株式

会社島根支店 

1 電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

2 緊急を要する電話通話の取扱い 

NTT コミュニケーショ

ンズ株式会社 
電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

株式会社ＮＴＴドコ

モ中国支社島根支店 

1 電気通信施設、設備の整備及び防火管理 

2 災害非常通信の確保 

3 被災電気通信施設、設備の応急復旧 

ＫＤＤＩ株式会社 電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

ソフトバンク株式会社 電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

楽天モバイル株式会

社 
電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

日本銀行 

1 銀行券の発行ならびに通貨および金融の調節 

2 資金決済の円滑な確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

3 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

4 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

5 各種措置に関する広報 

日本赤十字社 

1 医療、助産等救助保護の実施 

2 避難所等における救援物資配布、こころのケア等の避難所運営支援 

3 災害救助等の協力奉仕者の連絡調整 

4 義援金等の受付 

国立病院機構 

中国四国グループ 
医療、助産等救護活動の実施 
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機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

日本放送協会 

1 気象等予報及び警報等の放送 

2 災害応急対策等の周知徹底 

3 その他災害に関する広報活動 

西日本高速道路株式

会社 

1 道路等の防災管理及び災害復旧 

2 災害救助、水防、消防活動等災害緊急車両の通行に伴う料金徴収の免

除の取扱い 

日本通運株式会社 

福山通運株式会社 

佐川急便株式会社 

ヤマト運輸株式会社 

西濃運輸株式会社 

陸路による緊急輸送の確保 

中国電力株式会社 

中国電力ネットワーク

株式会社 

1 ダム施設等の防災管理及び災害復旧 

2 電力供給の確保 

 

(6) 指定地方公共機関 

機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

隠岐汽船株式会社 
1 海上における緊急輸送の確保 

2 運行船舶の安全管理及び事故対策 

一畑電車株式会社 
1 鉄道による緊急輸送の確保 

2 鉄道の安全管理及び事故対策 

一畑バス株式会社 
1 陸路による緊急輸送の確保 

2 運行車両等の安全管理及び事故対策 

株式会社山陰放送 

山陰中央テレビジョン放送株式会社 

日本海テレビジョン放送株式会社 

株式会社エフエム山陰 

1 気象等予報及び警報等の放送 

2 災害応急対策の周知徹底 

3 その他災害に関する広報活動 

山陰ケーブルビジョン株式会社 
1 有線テレビジョンによる災害時の情報提供 

2 その他災害に関する広報活動 

島根県医師会 

島根県看護協会 
災害時における医療救護活動の実施 

島根県ＬＰガス協会 
1 エルピーガス施設の防災管理と災害復旧 

2 エルピーガスの供給 

島根県トラック協会 陸路による緊急輸送の確保 

 

(7) その他の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

境港管理組合 境港の防災管理と災害復旧 

土地改良区 水門、水路、ため池、排水機場等の施設の防災管理及び災害復旧 

全国農業協同組合連

合会島根事務所 

1 緊急物資の調達 

2 陸路による緊急輸送の協力 

農業協同組合 
1 共同利用施設の災害応急対策及び復旧 

2 被災組合員に対する融資その他緊急措置に関する協力 

森林組合 
1 共同利用施設の災害応急対策及び復旧 

2 被災組合員に対する融資又はあっせん 
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機関名 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

漁業協同組合ＪＦし

まね 

1 災害時における漁業無線による情報伝達 

2 漁船による緊急輸送の実施 

3 油流出等の防除方針決定への参画 

4 油流出等事故による風評対策 

漁業協同組合 

1 共同利用施設の災害応急対策及び復旧 

2 被災組合員に対する融資又はあっせん 

3 流出油等の防除 

4 流出油事故により被害を受けた組合員の補償請求対策 

島根県水難救済会 1 海上における緊急輸送の協力 

商工会議所 

商工会等 

1 物価安定についての協力、徹底 

2 救助用物資、復旧資材の確保についての協力、あっせん 

病院等経営者 負傷者等の医療、助産、救護についての協力 

松江市医師会  災害時における医療救護活動の実施 

建設業協会等 
1 水防、緊急輸送、救助･救出、災害廃棄物の処理についての協力 

2 重機等資機材確保についての協力 

一般運輸業者 緊急輸送等、各種物資の輸送に対する協力 

ダム施設の管理者 ダム等施設の防災管理 

ため池管理者 農業用ため池等の防災管理 

松江市社会福祉協議会 
1 被災生活困窮者に対する生活福祉資金の融資 

2 ボランティア活動についての協力 

社会福祉施設経営者 被災者の保護についての協力 

金融機関 被災事業者等に対する資金融資その他緊急措置に関する協力 

学校法人 
1 応急教育対策及び被災施設の災害復旧 

2 被災者の一時受け入れ等応急措置についての協力 

重要文化財の管理者 重要文化財等の防災管理 

危険物等の管理者 危険物等の保安措置 

都市ガス関係機関 
1 ガス施設等の防災管理と災害復旧 

2 都市ガスの供給 

ＬＰガス取扱機関 
1 ＬＰガス施設の防災管理と災害復旧 

2 ＬＰガスの供給 
 

２ 国、県、市、指定公共機関・指定地方公共機関、市民及び事業所の責務 

(1) 国の責務 

国は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災基本計画等を作成し、

実施するとともに、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共機関等における業務の総合調整を行

い、災害に係る経費負担の適正化を図らなければならない。 

 また、県及び市町村の地域防災計画の作成及び実施が円滑に行われるよう、勧告し、指導し、助言し、

その他適切な措置をとらなければならない。 

(2) 県の責務 

県は、県の地域並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公

共団体の協力を得て、地域防災計画を作成し、実施するとともに、市町村及び指定地方公共機関におけ

る業務の総合調整を行わなければならない。 

(3) 市の責務 
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市は、基礎的な地方公共団体として、市の地域並びに市民の生命、身体及び財産を災害から保護す

るため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、地域防災計画を作成し、実施する。 

また、消防機関、自主防災組織等の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町

村の有する全ての機能を十分に発揮するよう努めるとともに、消防機関、自主防災組織等は相互に協

力しなければならない。 

(4) 指定公共機関及び指定地方公共機関の責務 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、防災業務計画を作成・実施し、県又は市町村の地域防災計

画の実施が円滑に行われるよう協力する。 

また、その業務の公共性又は公益性に鑑み、それぞれその業務を通じて防災に寄与しなければなら

ない。 

(5) 市民及び事業所の責務 

ア 市民の責務 

 「自らの身の安全は、自ら守る」のが防災の基本であり、市民はこの観点に立ち、日頃から自主的

に災害等に備える必要がある。 

 市民は、食品、飲料水その他の生活必需品の備蓄に努めるとともに、防災訓練その他の自発的な防

災活動への参加、過去の災害から得られた教訓の伝承等により防災に寄与するように努めなければ

ならない。 

 市民は、災害に際して、被害を未然に防止しあるいは最小限にとどめるため、警戒・避難活動、救

出・救助活動等において相互に協力するとともに、市が実施する防災業務について自発的に協力し、

市民全体の生命、身体及び財産の安全の確保に努めなければならない。 

イ 事業所の責務 

 食料、飲料水、生活必需品又は役務を提供する事業者など災害応急対策等に係る業務に従事する企

業は、災害時においても事業活動を継続的に実施するとともに、国、県、市町村が実施する防災施

策に協力するよう努めなければならない。 

 事業所の事業者（管理者）は、市及び関係機関が実施する防災業務に協力するとともに、事業の実

施に際しては、従業員や顧客の安全を守りながら、経済活動の維持、地域への貢献等の役割を果た

す等、その社会的責務を自覚し、災害を防止するため最大限の努力を払わなくてはならない。また、

事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動することの

ないよう、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切

な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

 


